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○災害による市税の減免に関する条例 

昭和４０年６月４日 

阿南市条例第２４号 

改正 昭和４７年３月２９日条例第１０号 

昭和４９年７月１日条例第２９号 

平成７年３月２４日条例第２４号 

平成２３年６月２７日条例第１０号 

平成２８年１２月２２日条例第４６号 

令和元年９月２７日条例第１６号 

令和２年６月２４日条例第３３号 

令和３年３月２９日条例第７号 

令和３年６月２９日条例第１４号 

令和４年６月２７日条例第１２号 

令和５年６月２９日条例第２４号 

（市税の減免） 

第１条 震災、風水害、落雷、火災その他これに類する災害（以下「災害」という。）によ

る被災者の納付すべき市税の軽減又は免除については、法令その他別に定めがある場合を

除くほか、この条例の定めるところによる。 

（市民税の減免） 

第２条 災害により市民税の納税義務者（個人に限る。以下同じ。）が次の事由に該当する

こととなった場合は、当該納税義務者に対して課する当該年度分の市民税のうち、災害発

生以後の納期に係る税額について、次の区分により軽減し、又は免除する。 

事由 軽減又は免除割合 

死亡した場合 １０分の１０ 

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定により生活扶助を受

けることとなった場合 

１０分の１０ 

障がい者（地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「法」とい

う。）第２９２条第１項第１０号に規定する障害者をいう。）となっ

た場合 

１０分の９ 

２ 災害を受けた者（納税義務者の法第２９２条第１項第８号に規定する控除対象配偶者又

は同項第９号に規定する扶養親族を含む。）の所有に係る住宅又は家財につき災害により

受けた損害の金額（保険金、損害賠償金等により補填されるべき金額を除く。）がその住

宅又は家財の価格の１０分の３以上であるもので、前年中の法第２９２条第１項第１３号

に規定する合計所得金額（法附則第３３条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当所
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得等の金額、法附則第３３条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額、法附

則第３４条第４項に規定する課税長期譲渡所得金額（法第３１４条の２の規定の適用があ

る場合には、その適用前の金額とする。）、法附則第３５条第５項に規定する課税短期譲

渡所得金額（法第３１４条の２の規定の適用がある場合には、その適用前の金額とす

る。）、法附則第３５条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額、法附

則第３５条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額又は法附則第３

５条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額がある場合には、当該金額を含

む。以下同じ。）が１０００万円以下であるものに対しては、当該年度分の市民税のうち

災害発生以後の納期に係る税額について、次の区分により軽減し、又は免除することがで

きる。 

損害の程度 

合計所得金額 

軽減又は免除の割合 

１０分の３以上１０分の５

未満のとき。 

１０分の５以上のとき。 

５００万円以下であるとき。 ２分の１ １０分の１０ 

５００万円を超え７５０万円以下

であるとき。 

４分の１ ２分の１ 

７５０万円を超えるとき。 ８分の１ ４分の１ 

３ 冷害、凍霜害、干害等による農作物の災害にあっては、前２項の規定によらず、農作物

の減収による損失額の合計額（農作物の減収価額から農業保険法（昭和２２年法律第１８

５号）によって支払われるべき農作物共済金額を控除した金額）が、平年における当該農

作物による収入額の合計額の１０分の３以上であるもので、前年中の法第２９２条第１項

第１３号に規定する合計所得金額が１０００万円以下であるもの（当該合計所得金額のう

ち農業所得以外の所得が４００万円を超えるものを除く。）に対しては、農業所得に係る

市民税の所得割の額（当該年度分の市民税所得割の額を前年中における農業所得の金額と

農業所得以外の金額とにあん分して得た額）のうち災害発生以後の納期に係る税額につい

て、次の区分により軽減し、又は免除することができる。 

合計所得金額 軽減又は免除の割合 

３００万円以下であるとき。 １０分の１０ 

３００万円を超え４００万円以下であるとき。 １０分の８ 

４００万円を超え５５０万円以下であるとき。 １０分の６ 

５５０万円を超え７５０万円以下であるとき。 １０分の４ 

７５０万円を超えるとき。 １０分の２ 

（固定資産税の減免） 

第３条 災害により損害を受けた農地又は宅地が流失、水没、埋没又は崩壊等により作付不
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能又は使用不能となった場合においては、当該農地又は宅地に対して課する当該年度分の

固定資産税のうち、災害発生以後の納期に係る税額について、次の区分により軽減し、又

は免除することができる。 

損害の程度 軽減又は免除の割合 

被害面積が当該土地の面積の１０分の８以上であるとき。 １０分の１０ 

被害面積が当該土地の面積の１０分の６以上１０分の８未満であ

るとき。 

１０分の８ 

被害面積が当該土地の面積の１０分の４以上１０分の６未満であ

るとき。 

１０分の６ 

被害面積が当該土地の面積の１０分の２以上１０分の４未満であ

るとき。 

１０分の４ 

２ 災害により損害を受けた家屋に対しては、当該家屋に対して課する当該年度分の固定資

産税のうち、災害発生以後の納期に係る税額について、次の区分により軽減し、又は免除

することができる。 

損害の程度 軽減又は免除の割合 

全壊、流失、埋没、全焼等により家屋の原形をとどめないとき、

又は復旧不能のとき。 

１０分の１０ 

主要構造物が著しく損傷し、大修理を必要とする場合で、当該家

屋の価格の１０分の６以上価値を減じたとき。 

１０分の８ 

屋根、内壁、外壁、建具等に損傷を受け、居住又は使用の目的を

著しく損じた場合で、当該家屋の価格の１０分の４以上１０分の

６未満の価値を減じたとき。 

１０分の６ 

下壁、畳等に損傷を受け、居住又は使用の目的を損じ、修理又は

取替えを必要とする場合で、当該家屋の価格の１０分の２以上１

０分の４未満の価値を減じたとき。 

１０分の４ 

３ 災害により損害を受けた農地又は宅地以外の土地については第１項の規定に準じ、償却

資産については前項の規定に準じ、当該土地又は償却資産に対して課する当該年度分の固

定資産税のうち、災害発生以後の納期に係る税額を軽減し、又は免除することができる。 

４ 市長は、特に必要があると認めたときは、災害発生の日の属する年度の次年度分の固定

資産税についても、前３項の規定を適用することができる。 

（国民健康保険税の減免） 

第４条 第２条の規定により市民税を減免された国民健康保険税の納税義務者に対しては、

その者の当該年度分の国民健康保険税に係る所得割額について、同条の規定に準じて軽減

し、又は免除することができる。 
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２ 第２条の規定により市民税を減免された国民健康保険税の納税義務者で市長が特に必要

があると認めた者に対しては、その者の当該年度分の国民健康保険税に係る被保険者均等

割額又は世帯別平均割額について、その１０分の５以下の額を軽減することができる。 

３ 前条の規定により固定資産税を減免された国民健康保険税の納税義務者に対しては、そ

の者の当該年度分の国民健康保険税に係る資産割額について、同条の規定に準じて軽減

し、又は免除することができる。 

（減免の申請） 

第５条 前３条の規定によって市税の減免を受けようとする者は、市長の定めるところによ

り市税減免申請書を提出しなければならない。 

（減免の取消し） 

第６条 市長は、偽りその他不正の行為により市税の減免を受けた者がある場合において、

これを発見したときは、直ちにその者に係る減免を取り消すものとする。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、昭和４０年度分の市税から適用する。 

（東日本大震災に係る国民健康保険税の減免の特例） 

２ 東日本大震災（平成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震及びこれに伴う

原子力発電所の事故による災害をいう。以下この項及び次項において「大震災」とい

う。）により住宅の全半壊、全半焼若しくはこれに準ずる被災をした場合、主たる生計維

持者が死亡し、若しくは重篤な傷病を負った場合又は主たる生計維持者が行方不明である

場合で、大震災の発生の日から１年以内に当該被災地域から直接本市に転入し、国民健康

保険に加入した者（この項において「転入者」という。）がいる世帯の納税義務者に対

し、転入者に係る国民健康保険税の全額（転入の日の属する月から、その月の属する年度

の翌年度末までの間に係る国民健康保険税に限る。）を免除する。 

３ 大震災の発生の日から１年以内に原子力災害対策特別措置法（平成１１年法律第１５６

号）に基づき避難指示を受けた地域から直接本市に転入し、国民健康保険に加入した者

（この項において「転入者」という。）がいる世帯の納税義務者に対し、転入者に係る国

民健康保険税の全額（転入の日の属する月から、その月の属する年度の翌年度末までの間

に係る国民健康保険税に限る。）を免除する。 

（新型コロナウイルス感染症の影響により収入の減少が見込まれる場合等における国民健

康保険税の減免） 

４ 令和元年度分、令和２年度分、令和３年度分及び令和４年度分の国民健康保険税であっ

て、令和２年２月１日から令和５年３月３１日までの間に普通徴収の納期限（特別徴収の

場合にあっては特別徴収対象年金給付の支払日。以下この項において同じ。）が定められ
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ているもの（被保険者の資格取得日から１４日以内に加入手続が行われなかったため、令

和２年１月分以前の国民健康保険税の納期限が令和２年２月１日以降に設定されている場

合については、令和２年２月分以降の国民健康保険税とする。）及び令和４年度以前の年

度分の国民健康保険税であって令和５年４月１日以降に納期限が定められているものにつ

いて、次の各号のいずれかに該当するに至った世帯の納税義務者に対し、その税額を軽減

し、又は免除することができる。 

（１） 新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス

（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有

することが新たに報告されたものに限る。）である感染症をいう。次号において同

じ。）により、主たる生計維持者が死亡し、又は重篤な傷病を負った世帯 

（２） 新型コロナウイルス感染症の影響により、主たる生計維持者の事業収入、不動産

収入、山林収入又は給与収入（以下「事業収入等」という。）の減少が見込まれ、次の

アからエまでの全てに該当する世帯 

ア 世帯の主たる生計維持者の事業収入等のいずれかの減少額（保険金、損害賠償等に

より補填されるべき金額を控除した額）が前年の当該事業収入等の額の１０分の３以

上であること。 

イ 世帯の主たる生計維持者の前年の法第３１４条の２第１項に規定する総所得金額及

び山林所得金額並びに国民健康保険法施行令（昭和３３年政令第３６２号）第２７条

の２第１項に規定する他の所得と区別して計算される所得の金額（法第３１４条の２

第１項各号及び第２項の規定の適用がある場合には、その適用前の金額。）の合計額

が１，０００万円以下であること。 

ウ 減少することが見込まれる世帯の主たる生計維持者の事業収入等に係る所得以外の

前年の所得の合計額が４００万円以下であること。 

エ 世帯の主たる生計維持者が、国民健康保険法施行令第２９条の７の２第２項に規定

する特例対象被保険者等（この号において「非自発的失業者」という。）に係る特例

を適用される者（その者が非自発的失業者の給与収入の減少に加え、新型コロナウイ

ルス感染症の影響により事業収入等の減少が見込まれるため、国民健康保険税の減免

を行う必要があると市長が認めるものを除く。）に該当しないこと。 

５ 前項の規定により国民健康保険税を減免する額及び減免の実施に関し必要な事項は、規

則で定める。 

附 則（昭和４７年３月２９日条例第１０号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和４９年７月１日条例第２９号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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附 則（平成７年３月２４日条例第２４号） 

この条例は、公布の日から施行し、平成７年２月２０日から適用する。 

附 則（平成２３年６月２７日条例第１０号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２８年１２月２２日条例第４６号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年１月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の災害による市税の減免に関する条例の規定は、平成２９年度以

後の年度分の個人の市民税の減免について適用し、平成２８年度分までの個人の市民税の

減免については、なお従前の例による。 

附 則（令和元年９月２７日条例第１６号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年６月２４日条例第３３号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の附則第４項及び第５項の規定は、令和２年２

月１日から適用する。 

附 則（令和３年３月２９日条例第７号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年６月２９日条例第１４号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の附則第４項の規定は、令和３年４月１日から

適用する。 

附 則（令和４年６月２７日条例第１２号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の附則第４項の規定は、令和４年４月１日から

適用する。 

附 則（令和５年６月２９日条例第２４号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の附則第４項の規定は、令和５年４月１日から

適用する。 

 


